企画提案方式(プロポーザル)参加表明書等
及び企画提案書等書類様式

令和８年１０月

熊本市文化市民局市民生活部地域政策課

（様式第１号）

参　加　表　明　書

令和　　年　　月　　日　
熊本市長　　大　西　一　史　　宛
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

熊本市市民活動支援センターにおける運営及び市民公益活動支援業務　公募型プロポーザルに、次の書類を添えて参加を表明します。
１　参加資格審査調書（様式第２号）

２　会社概要書（様式第３号）
３　プロポーザル参加者の同種業務の受託等実績（様式第４号）
４　同種業務の実績を証する契約書の写し等

５　当該団体の前事業年度の貸借対照表、損益計算書、利益処分に関する書類及び財産目録（これらの
書類を作成する義務がないものにあっては、これらに類する書類）
	連絡先

	担当部署名
	:
	

	担当部署住所
	:
	

	担当者名
	:
	

	電話番号
	:
	

	ファックス
	:
	

	電子メール
	:
	


（様式第２号）

参加資格審査調書

１　件名　熊本市市民活動支援センターにおける運営及び市民公益活動支援業務委託
２　参加資格要件

次の(1)から(11)に掲げる条件をすべて満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。なお、この書類を提出した以後に(1)から(11)に掲げる条件のいずれかを満たさなくなった場合は、速やかに届け出ます。

(1) 熊本市業務委託契約等に係る競争入札等参加資格審査申請書を提出し、熊本市業務委託契約等に係る競争入札参加者等の資格等に関する要綱（平成２０年告示第７３１号）第５条に規定する入札参加資格者名簿に登録されている者であること。

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続の開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続の開始の申立てがなされた場合は、それぞれ更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。

(4) 熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条第１号の規定に該当しないこと。

(5) 熊本市から「熊本市物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱」（平成２１年告示第１９９号。以下「指名停止要綱」という。）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

(6) 消費税及び地方消費税並びに本市市税の滞納がないこと。

(7) 業として本件プロポーザルに付する契約に係る業務を営んでいること。

(8) 過去３年の間、本市との契約において、違反又は不誠実な行為を行った者であって契約の相手方として不適当と市長が認めるものでないこと。

(9) 熊本市公契約条例（令和７年条例第５４号）第8条に基づき誓約書を提出するなど、本条例を遵守していること。

(10) 法人であること。

(11) 本件プロポーザルに事業協同組合(中小企業等協同組合法(昭和２４年法律第１８１号)第３条に規定する事業協同組合をいう。以下同じ。)として参加表明書を提出した場合、その組合員は単体として、参加表明書を提出することはできない。

　 　本件プロポーザルに事業協同組合として参加する場合は、業務を担当する組合員も併せて(5)の要件を満たす者であること。
【事業協同組合として入札に参加する場合のみ記入】
	業務を担当する組合員名
　※　業務を担当する組合員を特定することが困難な場合は、複数の候補組合員名を記載しても良いこととする。この場合には、うち１組合員でも(5)に規定された要件を満たさない場合は参加資格がないと認める。
	


令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　申請者

　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
【連絡担当部署】

	部署名
	
	担当者名
	

	電話番号
	
	ファックス
	

	電子メール
	


（様式第３号）
会 社 概 要 書

【会社概要】
	設立
	
	資本金
	

	主な事業
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	売上高
	区　分
	直前２年度分決算（千円）
	直前１年度分決算（千円）
	直前２ヶ年の平均（千円）

	
	合　計
	
	
	

	常勤職員数
	事務職員
	その他の職員
	合計

	
	人
	人
	人


【本業務の担当を予定している部署】

	本店又は支店等

の所在地
	

	本店又は支店等の

名称
	
	代表者職氏名
	

	連絡担当者
	
	所属部署
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	電子メールアドレス
	


※会社概要がわかるパンフレット等がありましたら、添付してください。

　　　　　プロポーザル参加者の同種業務の受託等実績　　　　　（様式第４号）
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	番号
	発注機関名
	契約期間
	業務名・業務概要
	契約金額

	１
	
	
	【業務名】


	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について】


	

	２
	
	
	【業務名】


	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について】


	

	３
	
	
	【業務名】


	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について】


	


(注１) 国、都道府県又は市町村から直接受注した業務の内、令和６年度以降に履行が完了した本業務委託の同種業務 

     （提出日までに履行が完了したものに限る。ただし、複数年度の契約の場合は、履行が完了している年度分は認める）がある場合には、代表的なものを３件まで記載し契約書の写しを添付すること（必須）。 

　　　なお、これだけでは同種業務の実績を有することが判断できない場合は、他の判断できる資料（仕様書等の設計図

     書又は発注者の証明等）で併せて補完すること。

　　　添付されていない場合、提出された書類では同種業務の実績を有することが判断できない場合は、当該実績を有し

     ているとは認めない。

（注２）発注機関名は国、都道府県等の出先機関の場合は当該出先機関等の名称まで記入のこと。

（様式第５号）

質　問　書
熊本市長　　　　　　　　　　　　　様
「熊本市市民活動支援センターにおける運営及び市民公益活動支援業務委託　公募型プロポーザル実施要領」及び配布資料について、質問事項がありますので提出します。
	質問者
	法人名　

	
	所在地

	
	所属/担当者名

	
	電　話

	
	ＦＡＸ

	
	Ｅ-mail

	質　問　事　項


	質　問　理　由

	
	


（様式第６号）

企画提案書提出書
令和　　年　　月　　日　

熊本市長　　大　西　一　史　　宛
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

熊本市市民活動支援センターにおける運営及び市民公益活動支援業務委託　プロポーザル実施要領に基づき、企画提案書及び関係書類を提出します。

なお、企画提案書及び関係書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約いたします。

（１）本業務の企画提案書（様式第７号）
　　・評価項目１に関するもの（様式中の注釈部分は省略可。以下同じ）

　　・評価項目２に関するもの

　　・評価項目３に関するもの

　　・評価項目４に関するもの

（２）業務従事者状況表（様式第８号）

（３）見積書
	連絡先

	担当部署名
	:
	

	担当部署住所
	:
	

	担当者名
	:
	

	電話番号
	:
	

	ファックス
	:
	

	電子メール
	:
	


様式第７－１号　　　　　　　　　　　　本業務の企画提案書
	商号又は名称
	

	提案項目
	評価項目

１.　地域コミュニティ活動等の推進の場としての施設の活用方法について

　（1）目的を達成するための基本的な考え方
（2）年間の企画事業についての総合的な方策
　（3）施設の設置目的を確保するためのモニタリングの方策
　（4）参画・協働に関する取り組みや他施設との連携の方策
　（5）学生等若い世代の施設利用を促進するための方策

	提案内容

	（1）

（2）

（3）

（4）

（5）




注）様式第７号（Ａ４縦、横書き、片面）については、各評価項目ごとに箇条書きとし、必要に応じて様式の中に図、表等を用いて分かりやすいよう記載することとする。

※ 色の指定はないが、白黒複写を行った場合においても、内容が理解できるようにすること。

※ 提案に当たっては、できる限り定量的に示すこと。定量的に表すことが不可能な場合には、できる限り具体的に記述

  すること。

※ 仕様書のコピーや「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこと。

様式第７－２号　　　　　　　　　　　　　本業務の企画提案書

	商号又は名称
	

	提案項目
	評価項目

２.　市民の認知度向上と施設の利用促進が図られるような方策について

　（1）市民の認知度向上が図られるような具体的な方策

　（2）利用者ニーズを踏まえた施設の利用促進に向けた方策
（3）ホームページやSNS等のITを活用した方策

	提案内容

	（1）

（2）

（3）




注）様式第７号（Ａ４縦、横書き、片面）については、各評価項目ごとに箇条書きとし、必要に応じて様式の中に図、表等を用いて分かりやすいよう記載することとする。

※ 色の指定はないが、白黒複写を行った場合においても、内容が理解できるようにすること。

※ 提案に当たっては、できる限り定量的に示すこと。定量的に表すことが不可能な場合には、できる限り具体的に記述

  すること。

※ 仕様書のコピーや「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこと。
様式第７－３号　　　　　　　　　　　本業務の企画提案書

	商号又は名称
	

	提案項目
	評価項目

３.　施設を活用したサービスを最大限に発揮するための方策について

　（1）利用促進が図られるようなニーズにあった効果的なセンター管理運営のための方策

　（2）NPO法人等の組織や人的面での健全な運営に向けた相談・支援等の方策

　（3）市民公益活動支援基金助成団体への支援並びに寄附の促進等の方策

　（4）令和９年度から令和11年度の3ヵ年間の事業計画の基本的な考え方

※（1）,(2），（3）については、「公募型プロポーザル実施要領」の別紙１を参照し、記載

すること

	提案内容

	（1）

（2）

（3）

（4）




注）様式第７号（Ａ４縦、横書き、片面）については、各評価項目ごとに箇条書きとし、必要に応じて様式の中に図、表等を用いて分かりやすいよう記載することとする。

※ 色の指定はないが、白黒複写を行った場合においても、内容が理解できるようにすること。

※ 提案に当たっては、できる限り定量的に示すこと。定量的に表すことが不可能な場合には、できる限り具体的に記述

  すること。

※ 仕様書のコピーや「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこと。
様式第７－４号　　　　　　　　　　　本業務の企画提案書

	商号又は名称
	

	提案項目
	評価項目

４.　安定した施設運営・経営について

　（1）同種施設の運営実績（様式第４号にて提出のため記載不要）

　（2）職員体制・職員配置計画（様式第８号にて提出のため記載不要）

　（3）職員の確保及び育成についての考え方

　（4）個人情報の保護に関する措置

	提案内容

	（1）

　　　様式第４号にて記載

（2）

　　　様式第８号にて記載

（3）

（4）




注）様式第７号（Ａ４縦、横書き、片面）については、各評価項目ごとに箇条書きとし、必要に応じて様式の中に図、表等を用いて分かりやすいよう記載することとする。

※ 色の指定はないが、白黒複写を行った場合においても、内容が理解できるようにすること。

※ 提案に当たっては、できる限り定量的に示すこと。定量的に表すことが不可能な場合には、できる限り具体的に記述

  すること。

※ 仕様書のコピーや「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこと。
様式第８号　　　　　　　　　　　　　業務従事者状況表
５．業務従事者状況について

（体制図・職員の配置計画業務責任者等の実務経験実績）

	商号又は名称
	

	（1）指揮・命令系統などの体系図（緊急時での体系も含む）

　本市との連絡関係及び従事者間（業務責任者等を含む）の相互関係について図を用いて記載すること。

（2）職員の配置計画及び災害時の配置計画




（様式第８号　続き）　　　業務責任者等の実務経験実績（総括員及び副総括員についてご記入ください。）

	本業務での役職

(立場)及び

分担業務の内容
	氏名・年齢・所属・役職
	実務経験年齢・資格

（実務経験年数は市民公益活動分野における経験年数を記入すること）
	これまでの同種業務実績
	申請日現在、他の業務に従事している場合、件数及び内容

	
	氏名

　　　　　　　　　　　　　

　　　（　　　歳）

所属・役職


	実務経験年数　　　　　年

<法令による資格・免許等の名称、取得日>
	(業務名）

(発注者)

(業務内容)

(契約期間)

(契約金額)

(従事役職)


	　　　　　　　件

以下各々の業務内容を記載すること

(業務名)

(発注者)

(業務内容)

(契約期間・契約金額・従事役職)

(進捗状況及び本業務に従事するための対応)



	
	氏名

　　　　　　　　　　　　　

　　　（　　　歳）

所属・役職


	実務経験年数　　　　　年

<法令による資格・免許等の名称、取得日>
	(業務名）

(発注者)

(業務内容)

(契約期間)

(契約金額)

(従事役職)


	　　　　　　　件

以下各々の業務内容を記載すること

(業務名)

(発注者)

(業務内容)

(契約期間・契約金額・従事役職)

(進捗状況及び本業務に従事するための対応)




注）※総括員及び副総括員の数に応じて、適宜、表の項目を増やすこと。

※所属・役職については、貴団体における役職等を記載するものとし、企画提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、従事メンバーには含むことができない。

※取得している資格・免許等については、本案件の業務に関連するものを記載し、確認できる資格者証・免許証等の写しを添付すること。

※これまでの同種業務実績については、代表的なものを１件記載する。

　　１２





　　１２








